
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

高校無償化 予算１０４９億円を修正計上 
 戦後初の参議院による修正を経て、3月31日に2025年度予算が成立しました。焦点の「高校授業料無償化」に

ついて、文科省は「令和7年度先行措置分」として「収入要件の事実上撤廃」に1049億円を新規計上したと発表し

ました。半世紀にわたって累計5億9000万筆の請願署名を集め、与野党全会派200人の国会議員を通じて毎年国

会に提出してきた私教連の運動の成果です。また、日本政府が2012年に国際人権規約第13条2項(b)(c)の留保を

撤回し、中等教育における「無償教育の漸進的な導入」を国際公約としたことにも、一歩近づいたと言えます。同時

に、授業料、入学金、その他の学校納付金など、「学費無償化」はまだ道半ばであり、経常費助成拡充の課題も残って

います。新たなステージに入る私学助成運動で「教育無償化」を実現させていくことが求められています。 

新たな予算は以下のとおりです。（下図は文科省ホームページより） 

 

文科省一般予算 5兆5094億円（2024年度：5億3384億円…1709億円・3.2％増） 

文教関係予算  4兆2282億円（2024年度：4兆0562億円…1720億円・4.0％増） 

高校生等への修学支援 5285億円（2024年度：4244億円…1031億円・24.0％増） 

 

 
 

無償化の情勢をどう捉えるか、県の政策課題は何か、について学習・議論

をすすめましょう 

公費助成・父母共同担当者会議：４月１９日（土）13:00～２０日（日）15:00 

に各県の到達点を持ち寄り、討論します。各県２名の参加をお願いします。 

全国私私学助成をすすめる会  

No.1  2025年4月3日（木） 


